
 

 

畜産高度化支援リース事業業務委託要領 

 

                                      平成２２年５月２８日２２環機第４４８号  制    定 

                       平成２４年９月１４日２４環機第５４９号  一部改正 

令和 元 年 ６月２８日 元環機第２４４号  一部改正 

 

第１ 趣 旨 

一般財団法人畜産環境整備機構（以下「機構」という。）は、畜産経営並びに食肉及び生乳に必要な

施設並びに機械及び装置（以下「施設等」という。）を貸し付ける事業の円滑な実施を図るため、業務

の全部又は一部を委託する場合は、この委託要領の定めるところによる。 

 

第２  委託業務の内容 

機構が委託する業務の内容は、次に掲げるものとする。 

（１）施設等の検収に関すること。 

（２）新たなリース事業の需要の開拓に関すること。 

（３）貸付申請者に対する指導等に関すること。 

（４）前各号に掲げるものの他貸付事業の円滑な実施に関すること。 

 

第３ 委託業務の相手先 

機構は、第２の業務の全部又は一部を、畜産高度化支援リース事業実施要領第１４の規定に基づき、

受託団体及び借受団体又はその他の法人（以下「受託団体等」という。）に委託して実施することがで

きる。 

 

第４ 受託団体等の承認等 

１ 受託団体等は、別紙様式第１号の畜産高度化支援リース事業に係る受託団体等承認申請書を、理事長

に提出し、承認を受けるものとする。 

２ １により承認を受けた受託団体等は、別紙様式第２号の畜産高度化支援リース事業業務委託契約書に

より業務委託契約を機構と締結するものとする。 

３ 機構は、受託団体等を新たに承認した場合は、都道府県畜産主務課等に通知するものとする。 

 

第５ 業務委託の実施 

受託団体等は、必要に応じて自らの責任の下に、受託団体等が適当と認められる者に受託業務の一部

を再委託又は再々委託することができるものとする。 

ただし、第２の（１）の検収に係る業務を再委託等するときは、貸付申請書に再委託等先を記載する

ことにより、理事長の承認を得なければならない。 

  

第６  委託費の交付 

機構は、受託団体等が業務委託契約に基づき畜産高度化支援リース事業に係る委託業務を実施した場

合は、別に定める基準により業務委託費を受託団体等に支払う。 

 

 

第７ 帳簿等の整備保管等 

受託団体等は、この委託業務に係る帳簿等の関係書類を整備して保管するものとし、その保存期間は、

当該委託事業の完了した年度の翌年度から起算して５年間とする。 

 

 



 

 

附  則（平成２２年５月２８日２２農畜機第１００７号承認） 

１  この要領は、独立行政法人農畜産業振興機構理事長の承認のあった日から施行する。 

２ この要領の制定に伴い、畜産環境整備機構リース事業業務委託要領（平成１７年８月３０日１７環機

第７２６号、以下「旧要領」という。）は廃止する。 

３ 旧要領により承認された受託団体等は、この要領で承認されたものとみなす。  

４ 旧要領に基づき実施した委託業務については、この要領により実施したものとみなす。 

 

 

附  則（平成２４年９月１４日２４農畜機第２５９５号承認） 

  この改正は、独立行政法人農畜産業振興機構理事長の承認のあった日から施行し、平成２４年１０月

１日から適用する。 

 

 

附 則（令和元年７月２９日元農畜機第２６９７号承認） 

    この改正は、独立行政法人農畜産業振興機構理事長の承認のあった日から施行する。 

    



 

 

別紙様式第１号 

 

番     号 

年  月  日 

 

畜産高度化支援リース事業業務委託に係る受託団体等承認申請書 

 

 

 

 

一般財団法人畜産環境整備機構 理事長 殿 

 

受託団体等の代表者名                   印 

 

 

畜産高度化支援リース事業業務委託要領第４の１に基づき、受託団体等として承認を受けたいので、関係書類

を添えて申請します。 

 

 

 

 

 

 

添付書類 

  １ 受託団体等調書（別紙様式） 

  ２ 定款 



 

 

別紙様式 

 

受 託 団 体 等 調 書 

 

 

区 分 記 載 事 項 

名 称 
 

所 在 地 
 

電 話 番 号 
 

代 表 者 氏 名 
 

リース担 当 者 氏 名 
 

組 合 員 等 数 
 

役

職

員

数 

常 勤 役 員 
 

職 員 
 

事 業 区 域 

 

（注）１ 定款、役員名簿及び直近年の決算期の財務諸表を添付のこと。 

２ 法人の場合、履歴事項全部証明書（写）を添付のこと。 

３ 必要に応じ，機構は追加して文書の提出を要求することがある。 



 

 

別紙様式第２号 
 

畜産高度化支援リース事業業務委託契約書 

 

一般財団法人畜産環境整備機構理事長（以下「甲」という。）と受託団体等（以下「乙」という。）は、
業務委託について次により契約する。 

 

第１条 甲は、畜産高度化支援リース事業業務委
託要領（以下「委託要領」という。）第２に定
める業務を乙に委託するものとする。 

 
第２条 乙は、委託要領に基づき、委託業務を誠
実に実施するものとする。 

 
第３条  甲及び乙は、相互に、相手方から得た情
報について個人情報保護法上の義務を遵守する
ものとする。 

 
第４条  甲は、乙に対して、委託要領第６に基づ 
き、業務委託費を交付する。 
 
第５条  甲は、事業の円滑な実施に当たって必要
があるときは、委託要領を改正することができ
るものとする。 

２  甲は、前項の改正を行ったときは、直ちに乙
に通知するものとする。 

 
第６条  この契約は、毎年４月１日に始まり、翌
年３月３１日をもって終了するものとする。 
ただし、毎年１月末日までに、甲又は乙から契

約打ち切りの申出のないときは、同一条件で１年
間延長するものとする。 
 
第７条 甲及び乙は、それぞれ相手方に対し、暴力
団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年
を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企
業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知
能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下こ 
れらを「暴力団員等」という。）に該当しないこ
と、及び次の各号を確約する。 
（１）  自らが暴力団員等ではないこと 
（２）  自らの役員（業務を執行する社員、取
締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう）が 
暴力団員等ではないこと 

（３）  自らが第三者の不正の利益を図る目
的又は第三者に損害を加える目的をもって
するなど、不当に暴力団員等を利用している
と認められる関係でないこと 

（４）   暴力団員等に対して資金等を提供し、
又は便宜を供与するなどの関与をしていな
いこと 

（５）  役員又は経営に実質的に関与してい
る者が暴力団員等と社会的に非難されるべ
き関係でないこと 
２  甲及び乙は、第三者を利用して次の各
号の一にでも該当する行為を行わないこと
を確約しなければならない。 
（１）  暴力的な要求行為 
（２）  法的な責任を超えた不当な要求行為 

   ３    甲又は乙の一方について、前項のいず
れかに反した場合には、その相手方は、何ら
の催告を要せずして、この契約を解約するこ
とができるものとする。この場合、解約によ
り、甲又は乙に損害が生じても、相手方は、
損害賠償の責を一切負わないものとする。 

 
第８条   この契約に定めのない事項について
は、甲乙協議の上定めるものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

上記の契約を証するため、本契約書２通を作成し、各自記名捺印の上１通を保有する。 
 
令和  年  月  日 

 
 

甲    東京都港区虎ノ門５丁目１２番１号 
一般財団法人 畜産環境整備機構 
理 事 長             印 

 
 

乙                        
 印 


